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① 市が地域新電力「久慈地域エネルギー株式会社」や岩手銀行と連携して
地元事業者等によるオンサイトPPA事業を対象エリアに展開し、住宅や
公共施設等の屋根に太陽光発電(1,907kW)・蓄電池を導入

② オフサイトPPA事業により市有地等に太陽光発電(6,139kW)を導
入し、エリア内に電力供給

③ 市の再エネガイドラインへの賛同事業者が、建設予定の大規模陸上風力
発電のうち１基(4,300kW)を活用し、エリア内に電力供給

久慈市：過疎地域を未来に向けて発展させる脱炭素先行地域の提案

１．民生部門電力の脱炭素化に関する主な取組

① 樹木を伐採・加工した際に発生するバークを燃料として活用する木質バイ
オマス熱電併給システム(80kW)を導入

② 公用車に交換式バッテリーを搭載したEV(14台)を導入し、災害発生時
には、町内各集落の避難所のほか、市役所及び各支所へ再エネ電力を
供給する自立電源として活用

③ 医療・買物・交通弱者支援に活用するEVバス(２台)を導入

２．民生部門電力以外の脱炭素化に関する主な取組

４．主な取組のスケジュール

３．取組により期待される主な効果

過疎地域である山形町(旧山形村)の全需要家を対象に、オンサイトPPA事業等により太陽光発電・蓄電池を最大限導入するとともに、市有地等へのオフサイト
太陽光発電の導入や、市内に設置予定の大規模陸上風力発電のうち１基を地産地消用として活用することで、脱炭素化を実現。また、バーク(樹皮)を活用し
た木質バイオマス熱電併給システムの導入を図る。さらに、再エネガイドライン※に基づき風力発電の作業道を森林事業者向けに開放することで林業振興を図る。

取組の全体像

脱炭素先行地域の対象：山形町（旧山形村）全域
主 な エ ネ ル ギ ー 需 要 家：住宅943戸、事業所116施設、宿泊施設１施設、福祉施設１施設、公共施設55施設
共 同 提 案 者：久慈地域エネルギー株式会社、株式会社岩手銀行

① 木質バイオマス熱電併給システムの導入による、チップ需要やメンテナンス
業務の創出により、地域内木質バイオマス供給企業の雇用機会を増加

② 未利用資源の仕向先の確保、木質チップの販路拡大、産業廃棄物として
処理していたバークの処理費用低減による森林事業者の収益増加

③ 風力発電所の建設及び維持管理業務の発注先となる地元企業の育成
につなげるとともに、風力発電の作業道を森林事業者に開放することで林
業振興を図る

省CO2診断の実施、省エネ設備の導入

太陽光発電・蓄電池の導入

陸上風力発電設備の導入

公用車のEV導入

木質熱電併給
システムの導入

※「地域に裨益する再生可能エネルギー事業の実施に関するガイドライン」（令和３年10月 久慈市策定）

EVバス導入

チップボイラー 廃棄物として処理しているバーク 持続可能な林業の振興


